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日本の高額所得者の分布＊

溝　口 敏　行

〔1〕　問題の所在

　この研究の目的は，個人所得税の申告を基に作

成された「高額所得者名簿」を利用してその分布

を分析しようとすることにある。所得分布研究に

おける高額所得者の分析の重要性については，

Kuznets1）の先駆的指摘をはじめとして，多く’の

研究者によって認識されてきた。それにもかかわ

らず，このトピックスを巡る実証研究は意外に少

ない。その最大の理由は分析に適したデータが存

在しないことにある。所得調査は，プライバシー

との関係で統計調査がもっとも困難な分野である。

特に，高額所得者は家計調査などの標本に採用さ

れるケースが少ないこともあって，情報が不足し

がちである。

　このような世界的状況下にあって，わが国はデ

ータ的に恵まれていると言えよう。戦後わが国の

所得税法では高額所得者の所得と税額を個人ベー

スで税務署別に公示する制度が導入され，かなり

の数の氏名が発表されてきていた。このデータを

利用すれば，高額所得者の所得分布が得られるは

ずである。しかしこの資料は，従来経済分析には

あまり採用され’てこなかった。1985年の制度改正

によって，これ’までの所得の大きさによる公表か

ら，高額納税者を対象とした公表に切り替えられ’

たため，このデータを時系列として利用する揚合

に断続が生じることになった。この機会にこれま

での情報を整理し，利用の可能性を追求してみる

　＊　この研究は，日本経済研究奨励財団奨励金（1986

年）による「高額所得者名簿による所得分布の分析」

の一部としておこなわれた。

　1）Kuznets（1950）。富裕階級についてのその後の

研究は，所得分布よりはなれて個人資産の分布の方向

へ移行している。Atkinson（1972），Atkinson－Harrison

（1978）およびLampman（1967）参照。

には1つのチャンスとも考えられる。

　この興味あるデータが経済分析で利用され’てこ

なかったのにはそれなりの理由がある。第1にこ

の情報の発表が税務署単位で行われているために，

全国的な集計を各自が行わなければならないこと

である。このため，薪聞二等では，その目的の為

に独自の集計を進めてきた。これに加えて，それ

らの情報がマーケッテング等に利用され得ること

から，捨売の図書の形で集計結果が入手できるよ

うになった。本論では，この種の資料の1つであ

る東京商エリサーチによるものを利用したい。

　第2に税務統計がその性格上公示された所得が

過小評価となっていることは否定できないことが

あげられる。しかし，税務統計を利用した研究も

少なくなく，この性格に十分配慮して分析を行え

ば，それなりの情報として評価することもできよ

う。より大きな問題は，税務統計での「所得」が

通常経済分析で使用されるものと異なり，土地な

どの不動産売却による売買益（キャピタル・ゲイ

ン）を含んでいることである。このため，このデ

ータからの分析結果を，国民経済計算的所得概念

による他の所得分布分析と直接結びつけることが

困難となる。その反面，この数字は多くの国民の

高額所得者を意識する場合の情報源となってきた

こと．から，その検討はそれなりの意義をもってい

．ると考えてよかろう。

　第3の問題は，情報が個人単位で与えられてお

り，普通の世帯単位の所得分布の分析と直接結び

付かないことである。高額所得者の大部分は当然

世帯主であろうが，税を軽減するために所得の一

部を家族名義にすることも考えられる。ただ経済

学的立場からの庚得分布分析では，納税者の所得

を近似的に世帯所得としても大きな誤差は生じな

いであろう。
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　このデータの利用方法としては少なくとも2種

類のテーマを挙げることができよう。その1は，

高額所得階層の詳細な分布統計を作成することで

ある。税務統計には，所得税の対象となった所得

分布を，源泉徴収分と申告所得分別に分布表を示

している。しかし，高額所得者の情報は，最高所

得階層に一括された階層平均が与えられているに

過ぎないので，その中でめ変動を検討することは

できない。高額所得者の分布は経済環境の変化に

たいして，他の階層の分布よりも鋭敏に反応する

ことが予想されることから，これらの情報は所得

分布の分析に新しい分野を開拓することが期待さ

れ，る。

　今1つの接近法は，個人名情報を利用するもの

である。高額所得者名簿は，個人名，住所，職業

についての情報を与えているから異なった時点間

での個人別所得金額の変化を追跡することができ

る。この種の分析方法の1つに，所得分布につい

ての「トランジション・マトリックス」がある。

これ’は，第1時点の各所得階層に属する個々の標

本が第2時点にどの所得階層へ移動するかを示す

遷移確率よりなる行列である。この行列の作成に

は多大の作業が必要となるが，電子計算機の発達

によって，若干の推計誤差を覚悟すれば一応の結

果を得ることができる2）。

　筆者は，佐伯由良氏（九州大学）との共同研究と

してこの2テーマを取り上げてきた。本論はこの

うち筆者担当分の第1に関する分析結果である。

〔2〕　高額所得者分布の概要

日本の高額所得者の分布

　まず，高額所得者の大まかな分布を示しておこ

う。高額所得者をどのように定義するかは議論の

分かれるところであろう。この議論に参考となる

のは，貧困線の定めかたを巡る2つの考え方であ

る。第1の立場は，貧困を定義する実質所得水準

　2）　高額所得者名簿に含まれる情報は限られている

ので，2時点で同名の個人が同一人であるかどうかの

確認を完全に行うことは不可能である。しかし，漢字

による対応はローマ字によるものより精度が高いし住

所についての情報も併用すれば精度のより一層の向上

も期待できる。佐伯（1974）はローマ字レベルで推計を

おこなった例である。
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を固定するものであって絶対的貧困線と呼ばれて

いる3＞。この定義は，異なる時点間を同一基準で

比較できる点で優れているが，経済が成長して平

均所得水準が上昇すると，基準が無意味になるこ

とが多い。第2の立場信相対的な所得に着目する

もあであり，例えば所得分布上で下から5％の低

所得層を貧困者とする方法である5この方法の欠

点は，国民生活全般についての改善が行われたと

しても貧困者数が減少しないことである。しかし，

人々の感覚からは，この相対的貧困線の方が受け

入れ’易いように思われ’る。少なくとも，高額所得

者の分析には相対的基準を用いた方法がよいであ

ろうQ『

　このような配慮から，以下の分析では相対的基

準を採用する。ただ，作業上の便宜を考慮して上

位よりの人数を固定することにしたい。いうまで

もなく，世帯総数は時間の経過と共に増加して恥

るから，固定人数の最下位のランクは上昇するこ

とになる。しかし，少数の高額所得者を対象とし

ている揚合には，この効果は分析に決定的な影響

をおよぼすほど大きなものではないであろう。分

析に使用するデータには千円単位までの所得金額

が示されているが，以下の作業では百万円単位の

所得階層別表を作り，それにもとづいて計算を進

めることにより作業量を節約している。

　検討に当た．っては，上位100人，200人，300

人，500人，1000人，3000人の6つのケースが想

定され，たが，紙数の制約を考慮して，100人・1500

人，3000人についての結果を示していくことにし

たい。なお，この計算は所得分布表より算出され

るので，限界人数が2階層にまたがることがある。

この場合には限界人数にちかい階層までがとられ

ている。これは1種の近似計算であるが，各階層

　　　　　　　　　　　　　リコヒバに属する人数がそれほど大ではないことからもた

らされる誤差は少ない。

　最初に取り上げるべきテーマは，高額所得者の

所得合計が全世帯所得にどの程度のシェアをしめ

ているかということであろう。この排偶高額所得

者の所得と対比されるべき全世帯平均所得をどの

　　3）貧困線を巡る論議については，例えば溝口
‘（1981）参照。
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表1高額所得者の平均所得の全世帯平均可処

　分所得に対する比率

年次
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上位　上位　上位　上位　上位
100人　200人　500人　1000人　3000人

114．2　　　　　90．0　　　　　68，4　．　　　55．4

115．1　　　　　89．2　　　　　65。3　　　　　53．6

109．9　　　　　87．2　　　　　64，8　　　　　51．7

89．1　　　　　72．1　　　　　55．2　　　　　43．0

86．3　　　　　70．5　　　　　52．9　　　　　43。4

83．5　　　　　68．1　　　　　52．6　　　　　43．3

80．8　　　　　67．3　　　　　60。1　　　　　41．9

222．8　　　　167．0　　　　121．4　　　　　98，0

234．4　　　　174．2　　　　126．4　　　　101．8

303．0　　　　234．0　　　　173．0　　　　165．0

258．9　　　　196．6　　　　145．4　　　　117．5

260．0　　　　220．7　　　　174．3　　　　140冒0

128．4　　　　100．5　　　　　74．5　　　　　59．6

223。5　　　　168．7　　　　118．2　　　　　94．4

63．6　　　　51。0　　　　38．6　　　　　31．4

70．4　　　　55．6、　　　49．9　　　　　35．7

67．3　　　　　54．0　　　　42．0　　　　 35．1

100．4　　　　　78．9　　　　　67．6　　　　　48．7

91．4　　　　　72．9　　　　　63．2　　　　　44．4

87．3　　　　　69◎2　　　　　62．0　　　　　44．9

92．3　　　　　76．1　　　　　65．5　　　　　46．2
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ように定めるべきかという問題が生じる。1つの．

考え方は，源泉徴収分を含む所得税の対象となっ

た所得総額を採用するものである。この比較では，

2者の所得概念が同一である点で優れている。し

かし，その反面非課税者の所得が脱落していると

いう欠点がある。

　第2の考え方は，国民経済計算の家計の所得合

計を利用するものである。この場合ではカバレッ

ジの点では優れているが，所得税統計の所得に含

まれている不動産売買益が国民経済計算の所得に

入っていない。しかし，どちらかといえば，全部

の世帯についての情報のほうが相対的に好ましい

と考えられるので，家計の所得についての国民経

済計算の数字を世帯数でわった価（以下「世帯当

たりの平均家計所得」と呼ぶ）を，高額所得者の

課税所得と対比することにした。

　表1には，上位人数別の平均課税所得に対する

世帯当たりの平均家計所得の比率が示されている。

この表で目立つことは，1969年から1975年にか

けて高い価が観測され’ることである。1969年には，

このような上昇は，上位100人などの超高額所得
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者グループで顕著であったが，1973年前後には上

位30bo人のグループまで波及している。いうま

でもなく，この時期は「狂乱物価」の発生がみら

れ，各種商品や地価の王昇などにともなうウイン

ド・フォウル・プロフィットが問題となっていた。

後述のようにこの時期には，標本調査から求めら

れる全世帯についての所得分布も若干不平等化す

るが，高額所得者のシェアについては，かなり極

端な形の変化がみられている。しかし，1976年以

降の物価の沈静化と経済の安定成長への移行にと

もなって，比率は急速に下落し1960年代中期の

水準に復帰している。

　つぎに注目され’るのは，高額所得者の地域分布

であろう。もっともこのデータは，所得税の申告

をおこなった揚所の分布であるから，所得の地域

別格差という視点からはかならずしも適当なもの

ではない。しかし高額所得者がどのような地域に

住んでいるかを検討してみることは無意昧ではな

い。表2は，高額所得者の地域分布を示したもの

である。まず高額所得者が集中している首都圏と

表2　高額所得者の地域分布（上位3060人）

　　　　　　　　　　　（千分比）

年次
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8
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（注）首都圏：東京・神奈川・千葉・埼玉，京阪神：大阪・兵庫・京

　　都，中京：愛知・静岡。
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京阪神地区をみると1960年代には70％以上，ま

た1980年代でも65％程度がカバーされることに

なる。これに，中部日本で比較的シェアの高い静

岡，愛知の2県をまとめて中京圏とするとともに，

上記3圏に含まれない3特別市が所在する3道県

（以下「その他の3大都市圏」という）を一括して

集計することにした。同区は上位3000人につい

ての結果を示しているが，時間的変化の形は上位

500人，1000人の話合も類似している。100人，

300人のケースでは地域分布はかなり不安定にな

り時系列比較には適さないので，ここでは検討さ

れていない。

　同表の結果によれ’ぱ，トレンド的な動きと一時

的ないし周期的な変化が見出される。第1に，中

京圏のシェアは傾向的に減少しているのに対して

北海道などのその他の3大都市圏のそれは増大し

ている。京阪神圏の値は1960年代にやや上昇し

た後下降傾向を示している。これに対して首都圏

のシェアは1960年代に増加したが，1970年代に

は激しく変動している。これをもたらしたのは地

方のシェアの増加であり，特に三重県，岐阜県の

中部地域と鹿児島県，沖縄県などの南九州のシェ

アの動きが大きな撹乱要因となっている。このう

ち，中京圏の減少については，その範囲を愛知，

静岡の両県に限定したことが1つの理由であり，

中京経済圏が2県以外へ拡大したことがこの結果

をもたらしたと考えられる。事実同様の傾向は首

都圏についても観測される4）。しかし同時に中京

圏の経済的な低下も否定できない。一方，九州に

おける動きは同年の全国地方都市にみられるシェ

アの増加を代表的に示したものである。このよう

な変化がオイル・シ。ック後のインフレ期に発生

していることは注目に値しよう。

　ここで興味がもたれるのは，上記のような高額

所得者のシェアが，他の：先進国と比較してどの程

度のものであるかということであろう。既に述べ

たように，わが国の高額所得者の情報自体国際的

にみて珍しいものであるから，直接対比されるデ

ータが見出せないのは当然といえる。そこで，や

　4）　首都圏内では，年の経過とともに東京の比率が

低下し周辺府県の比率が増加している。
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や性格を異にするデータではあるが，Kuznets

（1950）の推計と比較してみることにしよう。この

推計は1919年から1938年にかけてのアメリカの

データが使用されており，その平均値をみると全

人口の1％が得る所得は平均所得の13．1倍とな

っている5）。高額所得者名簿の昭和50年以降につ

いては，所得階層別分布表が与えられているので，

最高所得階層の平均値を個別情報から求めれば上

位所得者についての平均値を計算することができ

る。このような作業を1983年についておこなっ

てみると，次のようになる。高額所得者名の公表

は，1000万円以上の所得者について行われている

が，1983年の該当者は525，309名であり，全人口

の0．44％にあたる。この人数について平均所得を

計算してみると，2，100万円となる。これは国民

経済計算の家計勘定にしめされた雇用者所得，

（自営業の）企業所得および財産所得の合計を国昆

1人当たりに換算した値の11．8倍となる（ここで

の数字はアメリカとの比較のために1人当たり計

算が行われており，1世帯当たりの計算である表

の値と異なる点に注意されたい）。この倍率はア

メリカの1％の値より低い。1000万円以下の所得

者の分布についての正確なデータはないが，国税

庁発表の「申告所得の実態」，「民間給与の実態」

を利用して推計すると，1000万円以下の所得者で

上位60万人の人の平均所得は900万円程度と考

えられる。この推論にもとづけば我が国の上位1

％の所得者の平均所得は国民1人当たりのそれの

7．8倍となり，アメリカの比率を大きく下回って

いる。サーベイ・データを利用した所得分布の国

際比較では，戦後の我が国の分布が平等な形をし

ていることが明らかにされているが，同様なこと

が高額所得者の分布についても成立することがわ

かる。これに加えて日本のデータは，クズネッ

ツ・データとは異なり税務統計の数字を未調整の

まま使用していることから，不動産売買益を含ん

　5）Kuznetsの論文では所得シェアの形で表現され
ているが，ここでは上述の議論にあわせて倍率で示す

ことにする。また同論文では3つのバージョンが計算

されているがその相違は以下の議論に影響するほどの

ものではない。
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でおり，日米比較では上方バイアスをもっている

ことも考慮すれば，2国間の差は一層大きくなる。

〔3〕　高額所得者所得分布の不平等係数の変化

　次に，高額所得者に関する所得分布データから

得られる不平等度の時間的変化を検討してみよう。

このデータは一部の世帯をカバーしているに過ぎ

・ないからジニー係数などの通常使用され’る測度は

適用できない。幸いパレート係数は一部の所得階

層データから求めることが可能であり，パレート

法則が妥当している二合にはジニー係数に変換す

ることができる6）。

　ただパレート係数は所得の低い階層の比重が増

加するのに従って低下する傾向があることが，一

般的に知られ’ているので，われ’われのデータに当

て嵌める揚合にも慎重なチ．エックを行う必要があ

るqこのことを老慮して，バレー・ト係数を，上述

の6つの区分別に計算して安定性のテストを行っ

た。その結果は表3に一部が例示してあるが，区

分別グループ間に若干の差はみられるものの，そ

の傾向は年度間で相違しており，少なくとも組織

的な傾向を見出すことはできない。そこで，以下

の分析では，最高所得層に属する上位100人の結

果と，・高額所得層をかなりの程度カバーしている

と考えられる上位3000人についての数字を使用

することにしたい。

　表4は，20年間に亙るこれら2グループについ

て計算されたパレート係数と，それから誘導され’

たジニー係数が示されている。また二二の最終行

には，国民生活実態調査から計算された単身世帯

をのぞく世帯についての課税前所得について求め

Vo1．38　No　2

表4不平等係数の変化

パレート係数 ジニー係数
年次

上位　　上位100人　3000人 上位100入 上位3000人 国民生活
ﾀ態調査

1

2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2

6
6
6
6
6
6
6
6
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
8
8
8

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

2．206　　　2．224　　　　　0．293　　　　0．290

2．007　　　2．180　　　　　0．332　　　　0．298

2．111　　　2．219　　　　　0．310　　　　0．291

1．913　　　2．235　　　　　0．354　　　　0．288

2．628　　　2．300　　　　　0．327　　　　0。278

2．298　　　2．519　　　　　0．278　　　　0．248

91．870　　　2．305　　　　　0．365　　　　0．277

1．989　　　2．064　　　　　0．336　　　　0．320

2．682　　　　2．197　　　　　0．229　　　　Q．295

2．170　　　2。291　　　　　0．299　　　　0．279

2．771　　　2．417　　　　　0．220　　　　0．261

3．210　　　2．849　　　　　0．185　　　　0．213

2．341　　　2．482　　　　　0．272　　　　0．252

2．228　　　2．176　　　　　0．289　　　　0．298

2．186　　　2．672　　　　　0．297　　　　0．236

2．241　　　2．563　　　　　0．287　　　　0．243

2．050　　　2。615　　　　　0．323　　　　0．236

2．153　　　　2．651　　　　　0．303　　　　0．233

2．478　　　2。528　　　　　0．253　　　　0．247

2．495　　　2．743　　　　　0。251　　　　0．223

2．397　　　2．488　　　　　0．264　　　　0．258

0。360

0．343

0．340

0．321

0，331

0．330

0．344

0．375

0．358

0．332

0。328

0．328

0．342

0．341

0，347

0．329

0．306

0．304

0．301

表3パレート係数の区分ゲループ問差

年次

1962

1965

1970

1975

1980

上 位

100人　200人　500人　1000人　3000人

2．206

1，913

2．682

2。228

2．478

2．208

2．018

2．387

2。263

2．569

2．221

2．115

2．263

2．273

2．587

2。224

2．181

2．231

2．225

2．519

2．224

2．236

2．197

2．176

2．528

　6）　ジニー係数をσ，パレート係数を1）とすれば

σ＝11（2P－1）となる。

（注）　国民生活実態調査の価は世帯人員2人以上のもの。

られたジニー係数が参考として加えられている7）。

この場合既述のように2種類のデータ間で所得の’

定義があることに注意が必要である。まず国民生

活実態調査についての結果をみると，1962年力～ら

1968年にかけての，平等化傾向が観察される。

1969年から1971年にかけて，不平等係数は上昇

するが1972年には上昇前の氷準にもどっている。

その後短期的に若干の上昇もみられるが，大勢と

．しては下降トレンドがあるといってさしつかえあ

るまい。

　次に，高額所得者についての係数をみると，上

位100人についての値のうち1973年値は著しく

異常な数値となっている。同年のデータをチェッ

クすると，類似した所得階層に多数の世帯が集中

していることがわかる。この原因は明らかではな

いが，計測の範囲を200人まで増加させるとパレ

ート係数が急落することから，この異常値は上位

100人グループ内での特殊事情によるものと判断

　7）　1966年には同調査は実施されていない。1979

年報告には，世帯人員別の集計が発表されていないの

で空欄となっている。

■
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表5　不平等度の変化の比較

年次
所得上位3000人

pレート係数
ノ｛レー

g係数

所得1000万円以上

@　ジニー@
　
係
　
数
　
1

人数
i入）

日本の高額所得者の分布　　　　　　　　　　　　　　　　　　135

　　　　　対比するには適当なものであるということができ

　　　　　　る。汐見（1933）の計測によれば，戦前期における

　　　　　納税者，すなわち当時の高額所得者の分布に当て

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

2．176

2，561

2．563

2。615

2．651

2．528

2。743

2，488

1．660　　　　　q．431　　　　199，978

2．567　　　　　0．242　　　　215，835

2，470　　　　　0．254　　　　262，320

2．414　　　　0．261　　　　309，627

2．225　　　　　0．290　　　　378，496

2ユ87　　　　0．296　　　　435，556

2．208　　　　　0．293　　　　476，634

2．152　　　　　0．302　　　　525，309

して差し支えあるまい。以下ではこの異常値を除

外したうえで分析を進めていくこととしたい。

　ところで，この表の年次間変化をみると幾つか

の興味ある事実を見出すことができる。第1に，

高額所得者分布にあてはめたパレート係数から導

かれたジニー係数の値が国民生活実態調査の数値

より小さいことである。これは，パレート線が低

所得階層で屈折するという経験法則と合致してい

る。ただ，わが国の全世帯分布は国際的にみても

平等な部類にあることは確かであることから，我

が国の高額所得者内の；格差は，外国と比較しても

平等な分布型をしているといってよかろう。

　次に1つのチェックとして，乙こで求められた
パレート係飯を高額所得者名簿に示された全員灰

得分布と比較してみよう。このような分布は名簿

作成にコンピュータが導入された1975年以降に

ついて集計されている。この集計表からパレート

係数とそれから誘導され’るジニー係数を比較する

と表5が得られ，る。この表によればパレート係数

は，1976年を例外として，いずれも上位3000人

の場合より低くなっており，上位300人の分布は

100入以下の分布より平等な形をなしている。

　表5に示された高額所得者の不平等度は，戦前

期に日本の所得分布と比較されることが考えられ

る。周知のように，戦前のわが国での所得税納税

者の全人口に占めるシェアはきわめて低く，この

ため汐見（1933）などの優れた研究にもかかわらず，

所得分布の全体的把握としては不十分であるとさ

れてきた8）。しかし，逆に表5のようなデータと

　　8）　戦前期の所得分布研究については，溝口（1986）

　参照。同論文では，他の情報も併用して戦前と戦後の

嵌められたパレート曲線から導かれるパレート係

数は1．7前後となっている。これらの値は表5の

1975年値以外の係数を大きく下回っており，戦前

期の高額所得三間の所得格差も，戦後に比較して

大であったことを示している。

　第2に，高額所得者のデータから導かれる不平

等係数の時系列変化は，大勢として国民生活実態

調査よりの不平等係数と変動方向の点で類似して

いる。すなわち，前者は1962年から1965年にか

けて平等化の傾向を示すが1970－71年において一

時的に不平等化する。その後についても，オイ

ル・ショック時のインフレによる短期的変化を除

けば，不平等係数のトレンドは下降傾向をもって

いる。新聞報道などでは，1970年代において高額

所得者の所得シェアやその内部での所得格差が増

大したのでは々いかとの示唆がおこなわれてきた。

この2つの要素は一般国民の羨望感を刺激し，所

得分配にたいする不公正感を高めることになる。

　ところで，前節の計算では所得シェアについて

はこの指摘をある程度までうらづけたが，上記の

計算では所得格差については少なくともトレンド

としてはこのような傾向はみられない。むしろ，

この時期における高額所得者内部でゐ所得分布は

平等化している。換言すれば，この時期には高額

所得者の所得は全般的に上昇したが，大金持ちの

出現などはあまりみられなかった。

　表・6および7は不平等係数の都道府県間の比較

を試みたものである。表6では高額所得者名簿に

示された所得1000万円以上の納税者に関する分

布が示されている。表7は同名簿の個人情報から

えた上位3000人を所属都道府県に配置した結果

による分布である。前者については，全部の都道

府県について計算結果が示されているが，．後者に

ついては所属納税者が30人以上の都道府県につ

いてのみ計算が行われている。これは，パレート

係数の計算に利用する標本数が小さい時には係数

が不安定となるためである。、

　不平等度に大きな差があることを推測している。
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欄
馨
潴
櫨
謙
難
穫
翻
翻
糾
麟
弊
獺
諸
鷲
騨
錨
離
阻
舗
翻
翻
難
賄
難
誌
灘

01

O2

O3

O4

O5

O6

O7

O8

O9

P0

P1

P2

P3

P4

P5

P6

P7

P8

P9

Q0

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

R0

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

R8

R9

S0

S1

S2

S3

S4

S5

S6

S7

所得1000万円以上

．人数　パレート係数

　15，307　　　1．935

　2，882　　　2．003

　2，529　　　　2．133

　5，300　　　2．243

　23074　　　2．232

　2，630　　．　2。564

　4，024　　　2．143

　5，676　　　2．261

　4，500　　　2，277

　4，500　　　2．641

20，497　　　2◎186

18，228　　　2．205

97β66　　　2．105

36，982　　　2．188

　5，404　　　2．605

　2，842　　　2．252

　3，167　　　2．759

　2，021　　　2。304

　1，914　　　2．614

　4，937　．　2。547

　5，663　　　2．470

11，115　　　2．489

27，944　　　2。357　，

　4，018　　　　2．149

　2，382　　　　2．699

11，861　　　2．201

37，311　　　2．132

22，562　　　　2．140

　4，798　　　2．193

　2，747　　　2。143

　1，184　　　　27852

　1，438　　　　2．703

　4．495　　　2．700

　8β56　　　2．287

・3592　　　2．288

　2，026　　　　2。209

　2，808　　2．150

　3，477　　　2．100

　2，039　　　2．002

13，637　　　　2。268

　1，779　　　2．429

　3，214　　　2．151

　3，987　　　2．231　．

　2，573　　　　2．113

　2，212　　　2．327

　3，343　　　1．906

　1，765　　　　2．110

435，566　　　2。208
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表7　パレート係数の府県間比較（2）
‘

所得1000

怏~以上
@1980

　　所得上位3000人

P965　1970　1975 1980

01北海道

08茨城
．11埼　玉

12千葉
13東京
14神奈川

22静　岡

23愛知
24三重
26京都
27大　阪

28兵庫
29奈良
34広島
40福岡
46鹿児島

1．935

2．261

2．186

2．205

2．105

2．188

2．489

2．357

2．149

2．201

2．132

2．140

2．193

2．287

2．268

ユ．906

’4。554　　1．852

4．054　　 1。852

2．651　　2．262

2．066　　2。259

2．994　　2。168

2．178　　1．789

2．609　　1．802

2．002　　2．430

2．131　　2．014

2．082　　L479

　　2．478
2．179　　1．926

3．483　　1．623

2．519　　29898

3．049　　2．976

2．752　　2．281

1．995　　1．721

2．186　　2．279

2。038　　2．684

2．000　　1．596

1．367　　3．180

　　1．864
2．611　　1．743

2．224　　2．450

1．789　　2．620

　　2．964
1．356　　3．984

1．598　　3．592

　　2．249

　まず，表6たついてみると，首都圏及び京阪神

地区のパレート係数は全国合計のそれと比較して

低い値を示している。これらの地域は高額所得者

のなかでも上位の階層に属する人が多い点に特色

がある。一方，表7に示された上位3000人につ

いてのパレート係数をみると，これらの地域の値

が小になっているわけではない。この2っの事実

から，パレート係数の地域差別の一部は，上位

3000人で代表される最高所得層とそれ以下の高

額所得者グループ間の所得差別がパレート法則で

は十分に説明できな．いことより発生している’こと

が判る。換言すれば，上位3000人の中には一般
　　　　　　　しの高額所得者とややことなった性格をもっている

ものがあると，いうことができよう。

〔4〕高山指標の利用

　〔2〕と〔3〕では高額所得者の所得分布について対

照的な動きが明らかになった。このような動きが

一般国民にどのように評価されたかを考えてみる

ことは興味あるテーマとめえよう。この問題に接

近するためにこの節では，高山憲之9）による“羨

9）　高山（1982），（1984）参照。なお貧困尺度につい

ては，Takayama（1979）がある。なお，この計算にあ

たり高山憲之・宇野富美子氏共同開発のプログラムを

利用させていただいた。

嘱

9

，



■

Apr．1987 日本の高額所得者の分布

望感”の指標を利用してみよう。

　この指標は，元来貧困度合いを測定する為に作

成されたものであり，その基本的アイデアは以下

のようである。一定の所得水準（貧困線）以下の人

々を貧困者と定義したとき，貧困問題を分析しよ

うとする者にとっては，貧困線以上の人の所得分

布には関心がない。このような場合には，貧困線

’以上の人の所得分布が一様分布であると仮定する

ことによって，問題を鮮明にすることができる。

高山は，このような仮定を通常のローレンツ曲線

に応用して，“打ち切り所得分布”と名づけている。

高山理論のおもしろさはこのような直感的な測定

方法が経済理論からの接近によって開発されたセ

ンなどの貧困測定度と明快な対応関係を持ってい

ることである。

　この考え方は，逆転することによって高額所得

者の“リッチ”な気分を表す指標とすることがで

きる。すなわち，人々が，一定の所得水準を越え

た時「金持ちである」と意識するとしよう。これ

らの人々の所得を高額の方から順に並べて，

　　｝7（1），y「（2），・…　。・，　y（エ＞r）

であったとしよう。このような気分の全体を表す

指標として

　　E＝且Σ欧∫）（y（（1）一z）＋β

を考えてみよう。ここで，Zは高額所得者を規定

’する所得水準であり，確（1）は各人の気分に付す

るウエイトである。高山は1つのウエイトとして

　　躍（∫）＝N十1－1

を採用する。すなわちここでは，より高額の所得

をもつ人の意識をより重視することになっている。

この条件が満たされると，EはZで打ち切られた

所得分布のジニー係数と一致する。高山も指摘す

るように，高額所得者の‘リッチ’な気分は非高額

所得者羨望感の裏返しとみることが可能であり，

以下ではこの解釈をとっていくことにしたい。

　高山指標の計算に必要なデータは，高額所得者

の所得分布のほかに全体の所得者数と総所得金額

である。このことからわかるように高山指標では

〔2〕と〔3〕で指摘した2要素を組み込んでいる。こ

こでの計算では，前者について総世帯数，後者に

ついては国民経済計算の家計所得を利用すること

表8高山指標による羨望感の数量化（単位：1／10）
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にした。

　最初にこの指標が，対象世帯数の増加と共にど

のように変化するかを検討してみよう。高額所得

世帯として全世帯数の上位0．01％，0．05％，0．1％

の3ケースについて3年の価を計算すると次のよ

うになる。（単位；％）

ケース1・962・97・・982

0．01％

o．05％

0．10％

2．89

6．65

9．35

5．36　　　　2．14

12．03　　　　5．58

16．60　　　　8．98

　この結果によれば，指標は世帯数のシェアが増

加すれば高くなる。これは指標の定義からみて当

然の帰結である。興味がもたれるのは，各々のケ

ースの大小関係が世帯シェアによって相違してい

ないことである。このことは，高額所得者を定義

する世帯シェアを比較的自由に定めてもよいこと

を示唆している。

　表8はこのような配慮にもとづ七・て高額所得者

を，上位0．01％と0．03％とした場合の指標が示さ

れ’ている。同表の数字によれ’ば，1969年から1973

年にかけて指標は増大している。この時期は．い

わゆる狂乱物価が出現した年であり所得分配の不
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平等化が叫ばれ’た期間に対応している．。またこの

時期ほどではないが1975年の数値も高い価をと

っている。高山指標を利用した結果によれば，高

額所得者の所得シェアの上昇が国民の羨望感情に

大きな効果をもたらしており，高額所得者間での

所得格差の増大は，羨望感に大きな効果をもって

いないことが判る。ただこの帰結は研（1）の定め

方に大きく依存をしている点に注意が必要である。

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）・
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